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令和６年度の事業報告の詳細につきましては、当組合のホームページ「ディスクロージャー誌」
または、各支所に備え置きしております「第25回通常総代会議案書」よりご確認いただけます。
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令和６年度組合の事業実績

経営概況

①貯金（貯金総額）

本年度計画
達 成 率
前 年 対 比

96,586百万円
97.7％
97.7％

②貸出金（貸出金総額）

年金友の会　グラウンドゴルフ大会 は構成割合

は構成割合

本年度計画
達 成 率
前 年 対 比

17,833百万円
96.3％
97.9％

定期積金  227百万円

定期貯金
38,966百万円
41.3％ 58.5％

貯金総額
94,335百万円

0.2％

当座性貯金
55,141百万円

証書貸付金
（金融機関貸付含む）

17,121百万円
99.7％

貸出金総額
17,166百万円

0.3％

当座貸越  
44百万円
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③共済事業（保有契約高）

⑤販売事業（販売高）

信用・共済推進進発式

「年末大売出し」での農機具の展示・即売

いちご目揃え会・栽培講習会

は構成割合

養老・終身・
こども

7,199千万円

定期・がん・医療
定医・介護・認知・生障・特重
521千万円

35.1％
62.4％

20,504千万円
保有契約高

2.5％

建　物
12,783千万円

は構成割合

は構成割合

④購買事業（取扱高）

本年度計画
達 成 率
前 年 対 比

20,993千万円
97.7％
97.0％

本年度計画
達 成 率
前 年 対 比

1,755,330千円
100.4％
99.2％

本年度計画
達 成 率
前 年 対 比

5,280,975千円
114.3％
115.2％

本年度取扱高
1,762,930千円

肥料
192,150千円

29.2％

32.7％

その他生産資材
575,897千円

10.9％
生活物資
515,454千円

14.7％
飼料
84,842千円
4.8％

農業機械
135,900千円
7.7％

農薬
258,685千円

販売高総額
1,867,210千円
販売高総額
6,036,682千円

畜産物
178,452千円

花卉 46,271千円 麦 68,090千円

2.9％

0.8％
果物
406,108千円
6.7％

1.1％

米 420,293千円 7.0％
2.3％

繭 1,643千円 0.1％

79.1％

野菜
4,775,909千円

直売品 139,916千円
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　令和６年度は３月に日本銀行がマイナス金利政策を解除し、日経平均株価は史上最高値を更新する等景気回復
の傾向にあるなか、当組合においては重要取り組み事項として、最終年度となる「自己改革」「第７次中期計画」
の完遂、また、「施設・事業の再編整備計画」における支所再編の実行年度と重要な年となりました。
　このような事業活動方針の下ではありますが、当組合では令和６年度事業計画に基づき各事業を展開して参り
ました。

この結果、令和６年度は
事業利益　  約135百万円、
経常利益　  約200百万円、
当期剰余金  約137百万円
を計上することができました。

　本年度は、第８次中期計画の初年度として社会変化に合わせ柔軟に取り組んでいきます。
　ここに組合員の皆様のご協力に対しまして、改めて深く感謝申し上げますと共に、今後も尚一層のご支援、ご
協力をお願い申し上げます。

財務・事業成績の推移

令和７年度　事業計画　重点取り組み事項

（単位：千円、％）

事 業 利 益
経 常 利 益
当 期 剰 余 金
総 資 産
純 資 産
単体自己資本比率
貯 金
預 金
貸 出 金
有 価 証 券
　 国 　 　 　 債 　
　 そ 　 の 　 他 　
長 期 共 済 保 有 高
短期共済新契約掛金
購買品供給・取扱高
販売品販売・取扱高

財 務

信用事業

共済事業

購買事業
販売事業

項　　目区　分 令和３年度 令和４年度 令和５年度
66,680
178,153
87,523

106,376,756
5,362,521

13.09
98,847,130
80,806,488
16,352,163
947,529
846,949
100,580

226,227,369
493,032
1,691,543
5,024,280

53,363
170,215
126,741

105,472,581
5,378,074

14.35
98,149,260
79,194,192
16,572,593
1,242,658
1,142,758
99,900

218,913,082
490,673
1,741,011
5,234,215

9,562
128,479
94,862

103,719,287
5,408,213

14.96
96,585,211
74,386,643
17,527,078
3,405,756
3,107,186
298,570

211,409,357
489,973
1,776,704
5,242,302

令和６年度
135,067
200,248
137,354

102,014,787
5,287,156

14.99
94,335,204
71,602,603
17,166,034
3,547,644
3,255,024
292,620

205,049,442
489,528
1,762,930
6,036,682

【自己改革の取り組み】
１. 農業者の所得増大・農業生産の拡大に向けた取
り組み

２. 組織・事業基盤の確立に向けた実施事項
３. 経営基盤の確立・強化に向けた実施事項
４. 対話・意思反映の取り組み

【第８次中期３か年計画】
１. 持続可能な農業の実現に向けて（①青果物販売
高②高温耐性品種「にじのきらめき」作付推進・
拡大③スマート農業を活用した収量増加へのサ
ポート)

２. 持続可能な地域・組織・事業基盤の確立に向け
て（①組合員数の維持②組合員新規加入）

３. 健全・強固な組織基盤・経営基盤の強化に向け
て（①労働生産性の確保②自己資本比率の維持）
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自己改革・第７次中期３か年計画進捗報告書

令和６年度　経営指標（ＫＰＩ） 令和６年度進捗結果 令和６年度進捗と今後の対策

①次世代の担い手・
　新規就農者の確保
　面積の増加：340a

目標達成指標（ＫＧＩ）

①多様な農業者による地域農業の振興
②地域の実態に応じた持続可能な農業
　の振興と確立
③マーケットインにもとづく販売強化

①青果物販売高の増加

②補助事業等活用による生産拡大
　推進（施設増加面積）

③米出荷量の増加
　（カントリー荷受重量）

44.3億円
（令和６年度目標）

累計340a
（令和６年度までに）

3,000トン
（令和６年度目標）

取組
目標

②生産資材価格高騰対策
　肥料特別大口値引商品
　予約数量：10,000袋

③生産部会の機能強化による
　多面的有利販売
　加工用契約販売・直送販売・
　直接販売の出荷量：172t

④農業経営支援の実施
　申告支援：240名
　生産販売診断表活用者：60名

増加面積
328.5a

予約数量
7,820袋

出荷量
291.1t

申告支援
301名

40
42
44
46
48
50
52
54

44.9億円

青果物販売品販売高結果
目標：44.3億円

45.2億円

51.8億円

令和４年度 令和５年度
0
50
100
150
200
250
300
350

221a

施設増加面積結果（累計値）
目標（累計値）：340a

268a
328.5a

令和４年度 令和５年度
0

500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500

2,975トン

カントリー荷受重量結果
目標：3,000トン

2,895トン

2,173トン

令和４年度 令和５年度令和６年度 令和６年度 令和６年度

令和６年度　自己改革進捗状況、第７次中期３か年計画進捗報告
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①農業

•令和６年度「野菜王国・ぐんま」事業内容（パイ
プハウス）３戸採択承認申請し補助金交付申請。
パイプハウス16棟・エコノミーハウス４棟　計
49.5a
•令和６年度中央会担い手サポート事業　５棟　
10.8a

化成14-14-14の使用が増えているためJA14号の使用
が減少しているが、昨年度よりは増加している。今
後も大口値引きは継続的に実施をしていく。

加工用販売（ホウレン草・なす）、直送販売（フレ
ッシュ）・直接販売（イオン）については、順調な経過。
小林幸太郎商店についても、ホウレン草・小松菜の
取組拡大中。Aコープ（神奈川）へのトウモロコシ
販売と株式会社HOWAD（前橋：ペスカ）へのごぼ
う販売の実施。今後も、出荷時期に即した品目の提
案を行い取扱量の増加等検討していく。

令和７年３月確定申告受付301件　青色申告会240名。

持続可能な農業生産の実現と販売力強化
による「農業者の販売高向上」
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令和６年度　自己改革進捗状況、第７次中期３か年計画進捗報告
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ③JA 経営・職員

令和６年度　自己改革進捗状況、第７次中期３か年計画進捗報告
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ②組合員・地域

モロヘイヤ販売対策会議「藪塚こだま西瓜」販売対策会議

①経営の健全性確保と
　内部統制の確立

②持続可能な経営基盤
　の確立・強化

③協同組合らしい
　人づくり

①労働生産性の
　確保

②自己資本
　比率の維持

③事業利益の
　確保

8,500千円

12％以上

20,000千円

9,901千円

14.99％

135,067千円

取組
目標

不断の自己改革の実践を支える
経営基盤強化に向けて

第４・四半期決算実績における事業総利益は
1,653,580千円となり、結果9,901千円となり、
目標数値を達成する事が出来た。要因として
は、信用事業での収益確保、購買事業での未
収金回収による貸倒引当金の減少、販売事業
における農産物価格単価の増加による手数料
の増加、各種事業費用の圧縮があげられる。
令和７年度については、事業計画の達成及び
場所別部門別実績の精査による減損回避、自
己資本比率の維持を目標として各会議等で改
善すべき事項について検討を行い収益確保に
努める。

目標達成指標（ＫＧＩ）

①組合員の拡大と
　「メンバーシップ」の
　確立
②総合事業機能の発揮
③連携強化による地域
　活性化

組合員加入の
増加

毎年度
250人

組合員加入
245人

組合員の拡大と連携強化による
地域活性化を目指し

「JA総合事業機能の発揮」

目標達成指標
（ＫＧＩ）

令和６年度進捗と
今後の対策

令和６年度
進捗結果

目標達成指標
（ＫＧＩ） 令和６年度進捗と今後の対策

令和６年度
進捗結果

目標に対しては粗計画通りの結果。
加入の目的として各事業の利用については貯金・
融資50.2％、共済２％、生活・葬祭17.1％、営農6.1％、
相続13.5％、事業全般目的10.2％、その他0.9％と
なっている。引き続き各事業利用について促し目
的達成を図る。合わせて組合員加入のチラシにつ
いても完成させ取組みについて継続していく。

令和５年度の剰余金のうち、「経営基盤強化
積立金」へ20,000千円、「リスク管理強化積
立金」として30,000千円の積み上げを行い自
己資本比率の伸長を行った。

第４・四半期決算において計画対比100％以
上となったのは15事業中、７事業となった。（信
用・購買・斎場・販売・農業支援・資産管理・
ガス）組合全体の事業利益については目標対
比として第４・四半期（274.4％）となった。
次年度については組合の事業利益確保が一層
厳しくなることから引き続き月次での精査を実
施し、事業利益確保に努める。

自己資本比率：総資産のうち、
自己資本が占める割合で、財
務状況を示す指標となります。

取組
目標
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　JA太田市は、これまで、組合員との徹底した対話に基づいて、「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」
を基本目標とする自己改革の実践に全力で取り組んできました。令和４年度からは、自己改革実践サイクルの取り組み
として、組合員の声をふまえ、数値目標を含んだ自己改革の実践の具体的な取り組み等を毎年度の総代会で決定するこ
とで、着実に取り組んでいます。
　この結果、正組合員への訪問活動、地区座談会、総代会の実施により多くの正組合員から、一定の評価と自己改革へ
の一層の期待、多くの准組合員から、総合事業の必要性や地域農業を応援したいとの声をいただくことができました。
　今後とも、JA太田市は、地域になくてはならないJAであり続けるため、自己改革の実践を支える持続可能な経営基盤
の確立・強化とともに、組合員との徹底した対話を通じ、総合事業を基本として「不断の自己改革」に取り組んで参ります。

自己改革を実践するための具体的な方針【下線項目はKPI 設定】　
１　訪問活動や座談会を通じた「組合員、担い手との対話」を原点としてニーズを的確に把握します。
２　「農業者の売上増加・コスト低減」につながる担い手目線で必要な取り組みについて、目標及び実践具体策の策定
等とあわせて実践し、改革の目的である「所得増大」を実現するほか、「地域の活性化」にも取り組みます。

・中核的担い手や多様な担い手などを対象として、次のことに取り組みます。
　　農産物安定供給　農業経営支援　多面的な栽培体系　直売所直売品目の充実
3　JAが持続的に役割を発揮するため、新たな仲間づくりは喫緊の課題と捉え、その対策として組合員・地域住民に提
供する価値を明確にし、その価値の提供を通じて仲間づくりに取り組みます。
　　組合員数の維持・拡大
4　 改革の取り組みと成果について対話等を通じて評価を把握し、次の改革につなげることで、PDCAサイクルを回し、
不断の自己改革を着実に実践します。

自己改革の実践に向けた組合員の意思反映
　自己改革の実践にあたっては、改革の評価の把握に向けた正組合員との対話のみならず、更に地域に根ざしたJAを目
指して、准組合員についても総代会や地区座談会へ出席いただき、意見の聴き取りにより「正組合員とともに、地域農
業や地域経済の発展を支える組合員」である准組合員の声も聴くことで、正組合員と准組合員が一体となったJA運営を
実現します。実践事項についても組合員の評価を踏まえながら必要な見直しを行います。
　また、農業振興の応援団でもある准組合員の事業利用にあたっては、正・准組合員の利用状況を把握したうえで、改
革の目的である「農業者の所得増大」につながるよう取り組みます。

自己改革を支える経営基盤の確立・強化の取り組みについて
　管内の人口動向は概ね横ばいで推移しておりますが、農業者の少子高齢化は進展しております。農業経営体は５年前
と比較すると全体として約16％減少していますが、法人経営は約11％増加しております。また、JA太田市の令和６年
度の販売品販売高は、60億円を超える実績を残すことができました。
　こうした情勢のなか、JA太田市として５年後の成行きについてシミュレーションを行ったところ、５年後には現状と
比べて事業利益が減少するものの一定水準の利益を確保できる見通しとなりました。これまで行ってきた自己改革およ
び経営基盤強化を通じた事業改革の成果が着実に表れてきていると見ることもできますが、一方で事業総利益の減少を
事業管理費の削減で補っている収支構造自体に変わりはなく、事業管理費の削減が限界を迎える中で、５年後以降を見
通し、収支改善に取り組んでいく必要があります。
　販売力の強化を通じた事業伸長や効率的な施設運営、機能・要員集約を通じた費用削減により、健全で持続性のある
経営を確保することが緊急の課題となっています。

自己改革の取り組みと進捗状況について
JA太田市自己改革の取り組み方針について
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JA太田市自己改革工程表（令和６年度目標と実績）

農業者の所得増大・農業生産の拡大

【県域共通目標】

目標とする
指標

大口取引による
予約肥料取扱袋数

補助事業活用による
面積・販売高増加

加工用契約販売・直送販
売・直接販売の出荷量

直売品目数増加による
販売高の増加

実施事項

肥料大口取引値引きによる生産コストの低減

生産部会の機能強化による多面的な有利販売の実施

農業経営支援の実施

対象者

全ての農業者

効果（想定）

地域の活性化に向けた実施事項地域の活性化に向けた実施事項
目標とする指標：新規加入組合員数

令和６年度 250人

令和６年度 令和６年度

目標

令和６年度

目標 結果

250人 245人

経営基盤の確立・強化に向けた実施事項
支所次期営業店システム等の導入

令和６年度 次期営業店システム導入等による要員効率化

目標 結果

９支所 ９支所

内部留保積立の実施（経営基盤強化積立金）

令和６年度 ３年間で累計１億円の積立実施

目標 結果

４千万円 累計１億円

対話・意思反映
実施事項

正組合員への訪問・対話（のべ人数）

令和６年度目標 令和６年度結果

11,362人 11,777人

地区座談会の開催（回数・のべ参加者数） 18回
270人

18回
275人

准組合員の総代会参加（人数） 45人 ７人

准組合員の地区座談会参加（のべ人数） 90人 43人

172t

10品目
150万円

10,000袋

340a
6,120万円

結果

291.1t

９品目
204.6万円

7,820袋

328.5a
5,913万円

多様な担い手 出荷経費削減　24円/１kg

直売所・直売品出荷品目の充実

多様な担い手 15万円/１品目　増加

  30袋以上　50円引き
100袋以上　80円引き

県域共通目標 目標とする指標

販売品取扱高の拡大 販売品取扱高 50.6億円 60.4億円

中核的担い手 販売高向上
180万円/10a

令和６年度 令和６年度

目標 結果

令和６年度

令和６年度

令和６年度
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JA太田市自己改革工程表（令和７年度～令和９年度計画）

農業者の所得増大・農業生産の拡大
目標とする
指標

高温耐性品種
「にじのきらめき」
作付推進・拡大

ザルビオ活用による
大規模農家収量増大

市場外流通の販売品
重量増加

適正施肥による
化学肥料削減・IPM防除
による化学農薬削減

実施事項

農産物安定供給

多面的な栽培体系

農業経営支援

対象者

多様な担い手

効果（想定）

組織・事業基盤の確立に向けた実施事項組織・事業基盤の確立に向けた実施事項
組織基盤強化による組合員数の維持・拡大

組合員数の維持

目標値

令和７年度

経営基盤の確立・強化に向けた実施事項

対話・意思反映

総合事業経営による剰余金の確保

内部留保積立の実施

正組合員への訪問・対話（のべ人数）

地区座談会の開催（回数・のべ参加者数）

准組合員の総代会参加（人数）

准組合員の地区座談会参加（のべ人数）

212t

土壌診断
80戸
IPM導入
18戸

作付面積　
計100ha

登録面積
50ha

令和８年度

223t

土壌診断
100戸
IPM導入
20戸

作付面積　
計140ha

登録面積
80ha

令和９年度

234t

土壌診断
120戸
IPM導入
22戸

作付面積　
計170ha

登録面積
100ha

多様な担い手 販路拡大による有利販売

環境調和型農業への取組

多様な担い手 コスト・労力削減

品位・品質向上

中核的担い手 10a当りの収量増加

実施事項

令和７年度

目標

12,800人

組合員新規加入

12,800人

毎年度350人 350人

令和８年度

目標

12,800人

350人

令和９年度

目標

12,800人

350人

目標

３千万円以上

令和７年度計画

5,674人

18回
260人

18人

55人

令和８年度計画

5,674人

18回
260人

18人

55人

令和９年度計画

5,674人

18回
260人

18人

55人

令和７年度

目標

３千万円以上

令和８年度

目標

３千万円以上

令和９年度

自己改革実践サイクルにつきましては、農林水産省の監督指針方針に基づき、収支シミュレーション・中期経営計画・
単年度事業計画と併せて総代会へ付議し、取り組み状況や結果について、組合員へ報告することとします。自己改革
工程表につきましては、第８次中期計画における実施事項で「農業者の所得増大・農業生産の拡大」等各項目の中核
となる実施事項を自己改革重点取り組み事項といたします。
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第８次中期３か年計画について（令和７年度～令和９年度）
第８次中期３か年計画の策定については「第43回JA群馬県大会議案」をもとに、今後様々な環境変化に対応し、
当組合が引き続き「なくてはならないJA」として組合員、地域に認知いただけるよう、大きく３つに分けて
計画を設定し、実践して参ります。
進捗状況につきましては、自己改革工程表と併せて、地区座談会や広報誌で報告させていただきます。

担い手確保対策の継続・発展と地域農業を支える多様な農業者への支援を実施すると共に安全・安心、環境に配慮した農業の推進に取組んでいきます。

主な実施事項 •新規就農支援及び事業継承支援
•よりよい営農活動や環境調和型農業等の実践
•物流業者との連携強化や物流効率化・輸送手段
　の多様化

•スケールメリットを生かした資材調達等、生産トータルコスト低減
•営農指導・販売・購買・利用事業等が一体となって最適な体制を検討
　し、営農指導の効率化・高度化とそれに向けた人材育成に取り組む
•JA事業間で連携を強め、担い手対応や農業経営支援の強化に取り組む

農業販売高の向上と組合員・地域社会に提供する価値の最大化

令和９年度までに達成する
目標達成指標（KGI）

①青果物販売高 46.8億円
②高温耐性品種「にじのきらめき」作付推進・拡大　　　　　　 170ha
③スマート農業を活用した収量増加へのサポート　　　登録面積100ha

•次世代の確保や環境との調和を通じた持続可能な農業の実現
•農業所得増大と農畜産物の安定供給
•農業の担い手のニーズへの対応強化に向けた営農事業体制の整備

取り組み事項

組合員の願いの実現を通じた関係強化に取組むとともに、組合員・地域住民に提供する価値を明確にしその価値の提供を通じた新たな仲間づくりを行います。

主な実施事項 •「組合員との対話運動」の継続・強化
•組織基盤強化方針の策定・実践
•組合員・地域住民に提供する価値を明確にし、
　価値の提供を通じて仲間づくりに取り組む

•多様な農業者の家族の組合員加入や相続時における出資の引継ぎ
•女性・青壮年組織などの活動支援
•組合員組織の参加者・構成員のニーズをふまえたつながり強化

組織基盤強化による
“組合員との関係強化と仲間づくりによる組合員数の維持・拡大”

令和９年度までに達成する
目標達成指標（KGI）

組合員数の維持　　　　　12,800人
組合員新規加入　　　　　毎年度350人

•組合員等の現状把握と（類型化をふまえた）関係強化
•価値観を共有する仲間づくり
•女性・青壮年組織や生産部会・事業利用者組織等の多様な関係者との関係強化

取り組み事項

JAのあるべき姿の実現に向け、持続可能かつ実効性のある経営計画を策定し、組合員・利用者に価値提供していくために安定した経営基盤の確立を行います。

主な実施事項 •経営のPDCAサイクル確立及び実践状況発信
•内部統制システムの運用及び強化
•事業量目標、全体の利益目標を検討・設定する

•系統組織や地域行政、企業等との連携
•健康経営への取り組み
•職員の育成・人づくりへの取り組み

組合員・利用者から信頼される組織・業務運営の実践と
経営基盤強化による “事業収益性の向上”

令和９年度までに達成する
目標達成指標（KGI）

労働生産性の確保　　　　9,000千円
自己資本比率の維持　　　12％以上

•経営の健全性確保と内部統制の強化
•持続可能な経営基盤の確立・強化
•組織と経営を支える人づくり

取り組み事項


